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平成 28 年 10 月 31 日 

各  位 

住 所 神戸市東灘区向洋町西５丁目９番 

会 社 名 株式会社トーホー 

（ｺｰﾄﾞ番号:8142 東証第１部、福証）

代 表 者 代表取締役社長 上野 裕一 

問 合 せ 先 グループ戦略部長 中神 文明 

 TEL（078）845-2408 

 

連結子会社の合併（簡易吸収合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28 年 10 月 31 日開催の取締役会において、平成 29 年２月１日をもって、連結子

会社（当社 100％子会社）である株式会社トーホーマーケティングサポート（本社：神戸市東灘

区、社長：下川孝二、以下「トーホーマーケティングサポート」という）を合併（簡易吸収合併）

すること（以下「本合併」という）を決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。  

なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

しております。 

 

記 

１．合併の目的 

本合併により、トーホーマーケティングサポートが営む酒類の仕入・調達事業を当社マーケ

ティング本部（業務用食品の仕入・調達事業等）に一本化し、当社グループの主要事業である

業務用食品卸（業務用食品卸売事業及び業務用食品現金卸売事業）について、グループ全体を

俯瞰した商品・物流戦略の立案と実行の更なる強化を図るものであります。 

 

２．合併の要旨 

（1）合併の日程 

合併契約承認取締役会  平成 28 年 10 月 31 日 

合併契約締結（予定）  平成 28 年 11 月１日 

合併効力発生日（予定）  平成 29 年２月１日 

※本合併は、存続会社である当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併、消

滅会社であるトーホーマーケティングサポートにおいては会社法第 784 条第１項に規定

する略式合併に該当するため、両社とも株主総会の承認を得ることなく、これを行うもの

です。 

 

（2）合併の方式 

当社を存続会社とし、トーホーマーケティングサポートを消滅会社とする吸収合併です。 

 

（3）合併に係る割当ての内容 

トーホーマーケティングサポートは当社の完全子会社であるため、本合併において、当

該会社に割当てられる当社の株式その他の金銭等はありません。 

 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

     トーホーマーケティングサポートは新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりま

せん。 

 

（5）合併により増減する資本金等 

     本合併による当社の資本金の増減はありません。 
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３．合併当事会社の概要（平成 28 年７月 31 日現在） 

項目 存続会社 消滅会社 

(1) 商 号 株式会社トーホー 株式会社トーホー 

マーケティングサポート 

(2) 本 店 所 在 地 神戸市東灘区向洋町西五丁目９

番 

神戸市東灘区向洋町西五丁目９

番 

(3) 代 表 者 代表取締役社長 上野 裕一 代表取締役社長 下川 孝二 

(4) 事 業 内 容 各事業子会社の経営管理、 

業務用食品の仕入・調達 

酒類の仕入・調達 

(5) 資 本 金 5,344 百万円 100 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和 28 年３月４日 平成 24 年２月１日 

(7) 発行済株式数 11,012,166 株 40,000 株 

(8) 決 算 期 １月 31 日 １月 31 日 

(9) 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

国分ホールディングス

株式会社 

8.87％

株式会社トーホー 100％

トーホー社員持株会 6.45％

国分グループ本社株式

会社 

5.00％

第一生命保険株式会社 3.99％

前田玲子 3.61％

(10) 直近事業年度（平成 28 年１月期）の財政状況及び経営成績 

 平成 28 年１月期（連結） 平成 28 年１月期（単体） 

純 資 産 24,468 百万円 142 百万円

総 資 産 78,459 百万円 955 百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 2,204 円 25 銭 3,570 円 18 銭

売 上 高 215,065 百万円 2,866 百万円

営 業 利 益 2,742 百万円 ３百万円

経 常 利 益 2,429 百万円 ３百万円

当 期 純 利 益 1,017 百万円 ２百万円

１株当たり当期純利益 93 円 23 銭 57 円 15 銭

 

４．合併後の状況 

   本合併による、当社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金、決算期の変更はありま

せん。 

 

５．今後の見通し 

   本合併は、当社及び当社の完全子会社を当事会社とするものであるため、連結業績に与え

る影響は軽微であります。 

以上 


